
























上回る180億 ドルをそれぞれ記録している (注 2)0
とくに注目を要するのは､外国ブランド新車 (輸入車及び国内での組立生産車)販

























































であるとされる (注 16)02009年に稼働し､多目的スポーツ車を年間 1万台生産する
















































































(注 5)坂口泉 ｢ロシアの自動車産業と自動車流通市場の可能性 (3ロシアの自動車市場の現状
([社]日本自動車工業界JAMAGAZIN. (2005年 6月号)｣.URLl/4に基づく筆者の推計.
(注 6)坂口泉 ｢ロシアの自動車産業と自動車流通市場の可能性 (ロシアの自動車産業の現状
([社]日本自動車工業界.JAMAGAZIN2005年6月号)(URL2/4｣2･]-3/4より｡
(注 7)JETRO(日本貿易振興機構)｢ロシアの自動車産業｣(2004年4月)[URL]p･2より｡
(注 8)田中信世 ｢今後のロシア自動車市場が順調に拡大するために-自動車産業の "ビジョン"
構築と投資環境の整備が必要- ([社]日本自動車工業界JAMAGAZIN2005年6月号)･URL2/3よ
り｡
(注 9)坂口泉 ｢ロシアの自動車産業と自動車流通市場の可能性 (3･ロシアの自動車市場の現状
([社]日本自動車工業界.JAMAGAZIN2005年6月号).URLl/4より｡
なお6社とは､トヨタ (第2位)､三菱 (第5位)､日産 (第6位)､マツダ (第 11位)､スズ
キ (第 13位)､ホンダ (第 14位)である｡
(注 10)日本経済新聞2005年 3月 11日より｡
(注 11)日本経済新聞2006年4月24日より｡
(注 12)同上｡
(注 13)同上｡
(注 14)同上｡
(注 15)日本経済新聞2007年2月22日より｡
(注 16)日本経済新聞2007年6月5日より｡
(注 17)同上｡
(注 18)同上｡
(注 19)同上｡
(注 20)｢海上コンテナ鉄道輸送｣(2006年 12月24日)による｡
(注21)｢同上｣(2007年 1月2日)による｡
(注 22)｢同上｣(2007年 1月22日)による｡
(注23)｢同上｣(2007年 1月22日)による｡
(注 24)例えばトヨタは､子会社である関東自動車工業を通じて既に岩手県で生産基地 (生産台
数年間30万台)を稼働させているが､さらに別の子会社であるセントラル自動車を通じて宮城
県 (予定)に生産台数年間 10万台規模の新たな生産基地を建設し､東北地方をロシアへの進出
基地にしようとしていると伝えられるが (日本経済新聞2007年9月 14-15日より)､こうした
動きは東北地方における自動車産業集積の発展を加速する可能性を秘めていると云えよう｡
(注 25)｢広域地方経済圏｣については､新潟経営大学･地域活性化研究所 『重層的経済圏下の
東･北東アジア地域連携研究一北太平洋経済圏と北太平洋物流ネットワーク構想を中心にして
-』(2007年6月)｢序｣(p.3-10)及び ｢Ⅱ｣(p.19-30)を参照のこと｡
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